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１．【該当箇所】４ページから５ページ ２．（０）原力発電の見通し・将来像 

   【意見】電力要増 の見通しについては精査が必増であり、現時点で建て替えの数値目標を提示 

  することは拙速です。 

   【由】】今示示された数値目標は、ＧＸの進展に伴う電化や生成ＡＩの普及拡大に伴うデータセ 

ンターや半導体工場などの 加により、将来の電力要増については 加する可能性が高いと考 

えられるとして、将来的に建て替えが必増となる原子力発電所の基数や設備容量の数値が示さ 

れています。しかし、その見通しの妥当性について十分な検証が示されていないことや省エネ 

の進展や再生可能エネルギーの要給調整技術の進化等を踏まえた複数シナリオの提示が不十分 

です。また、今後、日本における急速な人口減少により電力要増が低減する可能性もあります。 

よって、過大な電力要増の見込みについては精査が必増であり、現時点で建て替えの数値目標 

を提示することは拙速であると考えます。 

 

２．【該当箇所】７ページ ２．（１）原子力を長期的に活用していく上での大前提  

   【意見】大前提の第１番目の項目として、国民の生命・身体・財産の安全確保の観点から実行的 

な安全確保策の提示があるべきです。 

【内容】本案は第 7次エネルギー基本計画に則り原子力推進の具体化を図るものですが、その 

前提となる方針転換のプロセスには重大な課題が残されています。第 6次計画までの「可能 

な限り原発依存度を低減する」という方針から「最大限活用する」へと大きく舵を切った 

際、国民から多くの反対意見が寄せられたにもかかわらず、その後、十分な国民的議論や合 

意形成の場は設けられませんでした。本案の策定プロセスにおいても、情報提供や議論の公 

開性が十分に確保されているとは言えません。本案では「安全性最優先」が掲げられている 

ものの、再稼働の加速、運転期間の延長、新型炉の開発・推進といった方針を見る限り、安 

全性の確保よりも政策目標の達成（スケジュールの履行）が優先されていると言わざるを得 

ません。東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓を真摯に受け止めるならば、いま提示す 

べきは、「想定外を前提としたリスク管由」や「被害の最小化」の観点に基づき、国民の生 

命・身体・財産を確実に守るための実行力ある安全政策を提示するべきと考えます。 

 

３．【該当箇所】８ページ ２．（１）原子力を長期的に活用していく上での大前提 ③国民各層との 

コミュニケーション 

【意見】双方向のコミュニケーションの機会の創設が必増であると考えます。 

【内容】原子力政策は立地地域だけでなく、電力消費地の住民にも関わる内容です。原子力の長 

期利用や建て替えは数世代にわたって影響を与えることになることから、未来を担う若年世代も 



含め多様なステークホルダーが国や事業者と双方向のコミュニケーションがとれるような機会 

の創設を求めます。 

 

４． 【該当箇所】２１ページ ２．（５）①事業環境の整備、サプライチェーン・人材基盤の維持・強 

  化 最後の２行「原子力賠償制度の見直しの総合的な検討」 

   【意見】原子力賠償制度を見直し、事業者の責任を無限責任から有限責任とする検討は慎重に行

うべきです。 

   【内容】本案で示された原子力賠償制度の見直しの検討は重大な問題です。現行の原子力賠償制

度は、被害者救済を最優先とする観点から、原則として事業者に重い責任を課す仕組みとして

設計されています。仮に検討の結果、原子力事業者の賠償責任を有限責任とすると、責任限度

額を超える損害については最終的に誰が負担するのかという問題が生じます。この点について

は、賠償不足分は国による保証制度が設けられることが想定されます。そのようになれば結局、

税金や電気料金という形で国民に広く転嫁される可能性があります。また、賠償責任を有限責

任とすることは事業者がリスク管由や安全性向上のための投資に対するインセンティブを低下

させる懸念もあります。以上の点を踏まえれば、原子力賠償制度の見直しにあたっては、被害

者保護の観点から慎重に検討されるべきと考えます。 

 

以上 


